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長

平成２！年７月１６日付けで提起された、生活保護法（昭和２５年法律第１４４娉。
以下「法」というい に基づく保鑼申睥却下処分（以下「本件処分」という。）に対す
Ｉる審査請求について、次のとおり裁決します。　　　　　　　　二

主 文

処分庁の審査請求人に対する保護申請却下処分を取り消す。

第１
１

し　　　　　　　　　 理し　　 、　 フ　：由

審査請求の趣旨及び理由　　　　 。　　 一　 し
審査請求の趣旨　　　 ノ　　･｡･･｡･　　　　　　　　　　　　　 ・ ’1
本件審査請求の趣旨､は、処分庁が、審査蹐求人（以下［請求人］という。）に対

'･にして平成２１年５月20= 日付けで行った本件処分について、その取消しを求めると
いうものである。　　　　卜　　　　 ＼　　　　　　ダ　　　　　　　　犬

2 十 審 査 請 求 め 理 由　　　 二　　　 ＼　
ご　　　　　　　　　 卜

＼ 処 分 庁 は 本 件 処 分 の 理 由 と し て
、 「住 宅 万口 ニヽ ン につ い て 、 保 護 受 給 に よ る ロ ーＴ ン

返 済 は 世 帯 のj自 立 を 阻 害 す る こ と と な りﾌ、 保 護 受 給 中 の 資 産 形 成 に つ な が る 」 と し

て い る が √ 請 求 人 は 住 宅 ロ ー ン 膏 長 年 に わ た り 弁 済 し て お ら ず 、 し か も 住 宅 に 対 レ
;-　　 ’･　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　 ｆ　　　■　　　　　　Ｉて 不 動 産 麟 秀 開 始 の 決 定 が な さ れ て い る か ら 、 そ の 前 提 を 欠 い て お り 、 却 下 理 由 と

さ れ る 事 実 が な い こ と
０　　　　　　　　　 ．　　　　’　　　　　　

．　　　　　’■　　　　　．●　　　　・

げ



第 ２ ・ 処 分 庁 の 弁 明　　　　 、

処 分 庁 は 、､本 件 処 分 は 、 次 の 理 由 に よ り 保 護 の 実 施 要 領 等 に 従 っ て 行 っ た も の で

あ り 、 何 ら 違 法 又 は 不 当 な 点 が な い こ と 。 さ ら に 不 動 産 競 売 開 始 の 決 定 が な さ れ た

の は 本 件 処 分 後 で あ り 、 審 査 請 求 の 理 由 と し て 不 適 当 で あ る こ と か ら 、 本 件 審 査 請

求 を 棄 却 す る よ う 求 め で い る 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・　　　　 ｌ

卜 （１ ）＼「生 活 保 護 法 によ る 保 護 の 実 施 要 領 の 取 扱 い に つ い て 」 （昭 和 ３ ８ 年 ４ 月 １ 日

社 保 ３ ４ 号 厚 生 省 社 会 局 保 護 課 長 通 知 。 以 下 「課 長 通 知 」 と い う 。 ） の 「第 ３ 資

産 の 活 用 」 中 、 「問 １ ４　 卩 ÷ヽン 付 住 宅 を 保 有 し て い る 者 か ら 保 護 の 申 請 が あ っ
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　・
た が 、 ど の よ う｡に 取 り 扱 う べ き か 。･答　 ロ ー ン によ り 取 得 し た 住 宅 で 、 ロ ー ン 完

済 前 の も の を 保 有 し て い る 者 を 保 護､し た 場 合 に は、 結 果 と し て 生 活 に 充 て る べ き

保 護 費 か ら ロ ー ン の返 済 を 行 う こ と ど な る の で 、 原 則 と し て 保 護 の 適 用 は 行 う べ

き で は な い 。 」 と さ れ て い るこ と 。卜　　　 。　　
二　　　　　　　　 一 二　 一

（ ２ｙ 住 宅 ロ ー ン 返 済 の 取 り扱 い に 関 す る 県 の 生 活 保 護 向 答 集 に お い で 、 「多 額 の 口

゛ ン 返 済 は 世 帯 の 自立 更 生 を 阻 害 す る 」 、 。「保 護受 給 中 に お け る 資 産 形 成 に つ な

が る 」 、。 「住 民 感 情 上 問 題 が あ る 」 こ と か ら 、 住 宅 ロ ー＝ン め 返 済 は 原 則 と し て 認

二　 め ら れ な い も の と さ れ て い る こ と 。　　　　　　　　　　　　 ・

第3
1
当庁の認定事実及び判断　　　　　　。
認定事実･
調査したところ、次の事実が認められる。

叙
級

（ １ ）ご請 求 人 は 、 平 成 ２１ 年 ５ 月 ８ 日 付 け で 、 請 求 人及 び 娘 の ご 大 世 帯 と し て 法 に 基

づ く 保 護 申 請 を 行 っ た こ と 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ／

（ﾚ2 ） （1 ）ダの 保 護 申 請 を 申 請 日 に 受 理 し た 処 分 庁 の担 当 者 は 、 請 求 人 と の 面 禎 に £

り 、 請 求 人 が･自 己 破 産 の た め の 書 類 を 整｡え 、 裁 判 所 に提 出 す る だ け と な づ て お り 、

’債 務 は 償 還 し て い な い と と 、 岌 び 請 求 人 に 僅 宅 金 融 公 庫 （現 住 宅 金 融 支 援 機 構 ）

か ら の 多 額 の 住 宅 ｄ － ン が あ る こ;と 夸 把 握 乙 ヽ
住宅 ロ ー ン が あ る 場 合 は 保 鑼 の 該

II　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丶当 に な ら な い こ と を 説 明 し 、 今 後 の 対 応 を 法 律 事 務 所 と 相 談 す る よ う 指 導 じ た こ

と 。　 ’　　 。、　　　　　　　　　　　 ／　 ダ　　 レ　　　　　　　　　　　　　　　　　 ゛

（ ３ ） 処 分 庁 担 当 者 は √ 同 年 ５ 月 １ ９ 日 に 法 律 事 務 所 に 問 い 合 わ せ し 、 債 務 は 全 て 支

払 い を 止 め て い る こ と を 確 認 し た こ と 。　 、

（４ ）｡処 分 庁 万は 、 同 年 ５ 月 １ ９ 日 に ヶ･--=ス 診 断 会 議 を 開 催 し 、 前 記 「第 ２　 処 分 庁 の

二 弁 明 」 の 内 容 を 確 認 し た 上 で 、 保 護 申 請 は 却 下 す る 、 今 後 自 己 破産 等 の 手 続 剖 こ

よ り 負 債 処 理 φ 事 実 が 判 吶 し た 際 に は レ 再 度 申 請 に つ い で 相 齪 す る よ う 助 言 す る 、

と/の 結 論 に 達 し た こ と 。　　　　　 二　　　　　　　　　　　　　　 ＼　　 、

’（ ５ ） 処 分 庁 は 、 同 年 ５月 ２ ０ 日 、 「債 務 に つ い て 法 律 事 務 所 で 支 払 い を ス ト ッ プ し レ
ｒ　　　　　　　　　　　　　　■　●　　　　　、　　　　　　　　　　　　　●

て い る 事 実 は 確 認 し 、ぺ主 （注: 請 求 人 の こ と ） も 支 払 い を す る こ と は で き ず 、 自

卜 己 破 産 を;し た い 意 思 は 分 か る が 、 や は り 自 己 破 産 等 に よ る ロ ー ン 債 務 が 無 く な る

事 実 が な い と 保 護 を 決 定 す る こ と は で き な い 。Ｌ と の判 断 か ら 本 件 処 分 を 決 定 し 、

ふぐ



同日処分庁担当者が請求人宅を訪れ却下通知を手渡したこと。同通知の却下理由
欄には、「申請時に提出ありました債権者一覧にある住宅ローンについて、保護
受給によるロブン返済は世帯の自立を阻害することとなり、ﾚ保護受給中の資産形
成につながる理由から申請を却下します。」と記載したこと。

２ 判＼断　 。･　　　･。 ノ　　　　　　　 ニ　　　　 。。
（１）生拮保護制度における住宅ローンの取り扱いについては、二「第２　処分庁の弁

明」の［］､）にあるとおり、課長通知､により取り扱いの原則が示されている。一
方、生活保護手帳別冊問答集問３－９は、「ご（罔）ローンの支払いの繰り延べを
している等の場合には、ローン付き住宅の保有を認め保護を適用して差し支えな
いか。（答）一般の不動産の場合と同様の基準により判断して保有が認められる

犬 程度のものであって、ローンの支払いの繰り延べが行われている場合レ又は、口
－ンの菻済期間も短期間であ’り、･かつ口广ン支払額`も少額である場合には、為見
込みのとおり取瞽扱って差し支えない。へ」とし、ローン付き住宅を保有していて
も保護を適用する余地があることを示している。　　　 ／
また、処分庁の弁明の（２）･の県の生活保護問答集は√「（問）多額の住宅口鎖

Ｊ
＝ ン を 返 済 し て い る 者 か ら 保 護 の 申 請 が あ っ た が √ 生 活 保 護 法 上 口‘-ﾝ の 返 済 が

認 め ら れ る 限 度 額 は 如 何 。 （答 ）､住 宅 ロ ー ン の 返 済 に つ い て は 、 原 則 と し て 次 の

理 賎 に よ り 認 め ら れ な い も の で あ る 。 ：レ 多 額 の ロ ー ン 返 済 は 世 帯 の 自 立 更 生 を
………阻 害 す る 。 ２ ， 保 護 受 給 中ぐに お け る 資 産 形 成 に つ な が る 。 ３ ．住 民 感 情 上 問 題 が

●I･　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　¶
あ｡る:。ﾌ従゚ っ て 、 当 該 申 請 者 の 生 活 困 窮 の､原 因 が･ロ ー ン 返 済 に あ る 場 合 は 、 そ の 原

‘ 因｡除 去 の た め 処 分 指 導 す る こ と に な る 。 但 し 、 ロ ー ン 返 済 が 数 力 月 と か 、
卜 支 払 額

が 少 額 （概 ね 当 該 世 帯 の 経 常 的 最 低 生 活 費 の １ 割 程 度 ） で あ る と か 、 医 療 単 給 で

極 め て 短 期 間 （概 ね ３,カ 月l程 度 ） で 自 立 す る 場 合 等 に あ っ て は 、 例 外 と し て 認 め

ら れ る こ と もIあ る 。 （以 下 略 ） 」’と 、｡住 宅 ロ ー ン を 返 済 し て･い る 場 合 の 原 則 的 取

り･黴 い と 、 保 護 適 用 す 忝 際 の 考 え 方 を 示 し て い る 。　　　　　　　 一　　 卜 二　 ・

（ ２ ） 以 上 の こ と を 踏 ま え ヽ1
本 件 処 分 の 適 否 に つ り て 検 討 す る 。　･｡･　 ・｡｡･｡　　　 ・ ・

認 定 事 実･ （ ３ ） 、 （ ３ ） に よ り 、 請 求 人 は 住 宅 ロ ー ン の 返 済 を 翅 滞 し 、 自 己 破

産 申 請 の 準 備 を し て い る こ と 。 そ し て 認 定 事 実 （５ ） に よ り、 請 求 人 が 住 宅 ロ ー
、　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　 丶　　　　　　・　　　　　 ■

ン を 償 還 す る 意 思 も 能 力 も な い こ と を 、 処 分 庁 は そ れ ぞ れ 把 握 し て い る 。よこ う し

た こ と か ら:、 保 護 を 適 用 し た 場 合 、 請 求 人 が 保 護 費 か､ ら 口 ニヽ ン の 返 済 を 行 う と は

見 込 ま れ ず 、 課 長 通 知 第 ３ め 問 １ ４ に 照 ら し 、 保 護 が 適 用 さ れ な い ケ ー ス と は 認

め ら れ な い 。 ま た 、 別 冊 向 答 集 問 ３ － ９ に 照 ら し √ 延 褸 し て い る 状 況 が ロ ー ン の 二
●　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　 Ｉ　　Ｉ　　　　　　　　　　　 Ｉ　　。Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜支 払 い の 繰 り 銛 べ が 行 わ れ て い る 場 合 に 準 じ た も の と 解 す る こ と も 可 能 で 、 保 護

■　　　　　　’　　　　　　　 。　　　　　　･ 丶　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　･ ●適 用 の 余 填 が あ る も の と 認 め ら れ る 。　 ‥　　　　　 レ　 ト

従 っ て 請 求 人 の 保 護 申 請 に7 つ い て は 、 住 宅 口 十 ン の 存 在 が 保 護 適 用 の 可 否 に 影

響 す る も（?）で は な く 、 住 宅 ロ ニ ン の 支 払 い を し て い な い 事 実 や 今 後 の 支 払 い 意 思 、

能 力 等 を 勘 案 し √ 世 帯 の 最 低 生 活 費 と 収 入 、 資 産 と の 対 比 に よ り 保 護 の 適 用 が 必
。
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要かTどうかを決定すべきと認められる。　　　　　　　　　　　 ：

とこjろが、ご認定事実（２）＼のとおり、処分庁は保護申請を受理した当日に、､口

－ン付き住宅を保有して｡い る事 実のみを理 由に保護 は適用できないと誤った判断
を請求人に伝え、ケース診断会議を経て、認定事実（５）のとおりローン付き住

宅を保有している･ことを理丿由に本 件処 分を行っているが、これは取り扱い通知の
解釈を誤って行７たものと言わ 徭るを得ない。　　　　　　　 、　　　　　　 。

なお、請求人は競売開始決定を審査請求の理由のづつに挙げているが、同決定

は本件処分後になされていることから、本件処分の適否を判断する理由にはな’り
え な い が 、．こ､の こ とは 、 に何ら影響しないL

3　T以上のとおりであり、本件審査請求は理由があると認められることから、行政不
･服審査法（昭和､37 年法律第１ ６ ０号）第:40 条第３項の規定を適用し主文のとお
り裁決する。 ダ

平成３１年　’9月　１日

秋田県知事　佐竹

ン　　　 ヘ．　　　 ．･　　　　　　　 ‥．．　　
教 ．　　　　 卜　　 ’ 示　　　　　 二　．・

こ の 裁 決 に 不 服 が あ る と き は 、 こ の 裁 決 が あ 七）た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て

y3 0 日 以 内 に 、 厚 生 労 働 大 臣 に 対 し 再 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 裁 決 が あ
●Ｉ　 －　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・　　・　　　　　　 ．　　・　　－　　　　　　　　　　　 Ｓ

つ た こ と を 知 っ た 日 の 翼 日 か ら 起 算 し て ３ ０ 日 以 内 で あ っ て も 、 裁 決 が あ っ た 日 の 翌 日

か ら 起 算 し で １ 年 を 経 過 す る と 再 審 査 請 求 を す る こ と が で き な く な り ま す ． ） ． ＼

．
ま た 、 こ の 裁 決 に つ い て は 、 こ の 裁 決 が あ っ た ご と を 知 づ だ 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６

･Ｉ　　　　　　　 Ｉ　　
．　　　　 ・　　

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　　Ｉか 月 以 内 辷 、 こ の 裁 決 の 前 提 と な る 決 定 を し た 市 を 被 告 と し て （ 訴 訟 に お い て 市 を 代 表

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●　　　　　　　　　　　　　 ・　　　･ ●　．　　　　ｌ　　　　　　　　　 、
す る も の は 市 長 と な り ま すj ）: 決 定 の 取 り 消 し の 訴 え を 、 あ る い は 県 を 被 告 と し で （ 訴

レ 訟 に お い て 県 を 代 表 す る も の は 知 事 と な り ま す ． ） こ の 裁 決 の 取 り 消 し の 訴 え を 孺1 起 す
・　　　　 Ｉ　　　　　 Ｉ　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・

’　　　　 ｌ　　　 、●･ｌ　　　 ・　　　　　　　　　　　　 ・
Ｊる こ と が で き ま す （ な お 、 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内

で あ っ で も 、 裁 決 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し ｔ １ 年 を 経 過 す る と 決 定 及 び 裁 決 の 取 り

．
消 し の 訴 え を 提 起 す る と と が で き な く な り ま す ．／）ｸ‘゙ ．　　　　　　　　　　　　　 卜
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